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はじめに

本稿は，開発途上国の基礎教育開発におい

て，公正の議論，それも特に異なる集団間で

の教育における質の不平等の問題が，今後そ

の重要性を増すのではないかという問題意識

に根差している。その根拠として以下のよう

な事象が指摘される。

第一に，基礎教育はしばしば質と公正を犠

牲にしながら量的拡大を遂げてきた。例えば，

（ ）のデータによれば，

年時点で ％未満だった初等教育の粗就学

率が 年後に増加した途上国は カ国あるが、

データのある ヶ国の内，教員当たり児童数

もしくは留年率が増加した国は カ国にも

上っている。量的拡大における公正の欠如は，

万人のための教育イニシアチブ（ ）

の 年の評価にも明らかであった

（ ）。そのため，新たに策定

された目標では， 年までにすべての子

ども，特に女子，困難な状況にある子どもや，

少数民族の子どもが，良質の無償義務初等教

育に就学し，修了することを保障する とし

て，公正と質の確保を改めて強調した表現を

用いている。要するに，これは社会的弱者に

絞った教育の量的拡大と質の改善が今後の

における重要課題であることを示して

いる。第二に，従来 会議での公正の議

論はどちらかと言うと女子教育を中心として

きたが，今後，学習結果への関心が高まるに

つれ，所得階層間や地域間の格差に対する認

識の増すことが予想される。例えば，アクセ

スの問題が未解決のサハラ以南アフリカ地域

でも，既に階層間や都市農村間での教育機会

と質の不平等が拡大しつつあるとの報告があ

り（ ， ），また，南

アフリカ諸国連合の学力検査結果の分析でも，

男女格差よりも深刻な階層間や地域間の格差

の存在が確認されている（斉藤，黒田 ）。

近年，国際援助機関は途上国での学力検査シ

ステムの構築を積極的に支援していることか

らも，従来は曖昧でしかなかった質の格差が

今後より一層鮮明になるだろう。最後に，質

の不平等の是正は，これまでのような量的拡

大や全体的な質の改善とは異なり，先進諸国

自身も未解決の領域である。そのため，その

対応には一層の困難が伴うであろう。

階層間や地域間での教育格差において，最

も深刻な情況を呈しているのはラテンアメリ

カ地域であるが， 年に世界銀行が地域別

に定めた教育開発戦略では，このような不平

等の解消のため，社会的弱者に受益者を絞る

ターゲティングの方策を提唱している

（ ， ）。しかし，

果たして援助機関や途上国政府は，貧困層の

ような特定の集団に対する教育の質的改善を

図るのに有効な知識を持ち合わせているのだ

ろうか。例えば， （ ， ）は，

第三世界の教育研究が長らく，家庭要因より

も学校要因が児童の学力を規定するとの理論

を支柱としたため，最少の投資で最大の効果

を上げる投入財は何かを探る効果的学校

（ ）の研究に偏り過ぎ，特

定の社会文化的背景に配慮して学力改善を図

る諸策の研究蓄積には乏しいことを指摘して

いる。

以上から，本稿は，教育の質における階層

間格差に注目し，南米チリの プログラ
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ムの実証的分析を通して，貧困地区における

基礎教育の質の改善にどのような課題がある

のかを探ることを目的とする。 は貧困

地区の低学力校に的を絞ったプログラムで，

既に 年間の実践蓄積があり，ラテンアメリ

カでは公正を追求する教育改革として高い評

価を得ている。これまで公表されている評価

分析は定性的なものが大半であったが，本稿

では全国学力検査結果（ ） の全国デー

タを用いて の問題点を量的に検討する。

さらに， の問題校を取り上げ，筆者が

実施した現地調査 の標本データから，特に

学習過程に焦点を当てて， が貧困地区

の低学力校の何を変え，何を変え得なかった

のかを探ることとする。最後に，以上の分析

結果を踏まえた上で，貧困地区の基礎教育の

質的改善に関する課題について考察を加える。

本研究は， における問題点の量的提示

と問題校の実証的分析，そして従来は主観的

評価に頼っていた 参加児童の自尊心を

初めて量的測定したという点においても新規

性を有している。

．貧困地区での基礎教育の質に関する
問題整理

一般的に，貧困地区における学校の質は低

く，そこに学ぶ児童の学力水準も低いことが

知られている。表 は，そうした貧困地区で

の基礎教育を取り巻く問題を，児童，家庭，

学校に分けて整理し，各問題に対する学校や

行政の主な対策を上げたものである。

貧困地区の児童が学業不振に陥る基本的な

問題の構図は，単純化すれば以下のようなも

のとなる。まず，貧困地区の学校へ着任する

教員は，教員養成課程で学んだような中・高

所得階層を想定した理想的な教育環境や児童

像を目標として教育活動に当たろうとする。

しかし，実際には理想とは程遠い家庭や地域

社会の言語文化的環境に遭遇し，それに対す

る理解不足も相まって，そこに教育的価値を

見出せないまま，児童の潜在的学習能力や家

庭への偏見を持つようになる。そのような偏

見は，児童に対する教員の期待水準を下げ，

教室内での不適切な教授態度や教授法となっ

て具体化する。例えば，教員は理想とする規

範に従って児童の躾や学級の秩序の維持に授

業時間の多くを割くようになる。また，筆写

は貧困地区の学校で最も日常的に用いられる

教授法であるが，その作業では内容よりも秩

序と整頓に重点が置かれる。地域社会への理

解と関心に欠く教員が行う授業では，学習内

容が児童の生活環境への関連性に乏しく，児

童の体験や知識に基づく帰納的学習は困難と

なり，児童の自発的発問に委ねて授業が展開

することは殆どない。そのような学習環境に

あって，児童は次第に学習への興味関心を

失っていく。

結果的に児童の学業不振が表面化すると，

殆どの教員が児童自身の能力不足や教育的に

貧弱な家庭環境をその要因に上げる。親の意

見では，児童の成績不良の原因を学校側に求

める者と家庭にあるとする者に分かれるが，

児童やその学友については一様に学習者本人

の能力不足に責任を見出す傾向にある

（ ， ）。そして，

学校における失敗と自責の経験の積重ねは，

児童の自尊心を低下させ，学習改善をさらに

困難なものにする悪循環へとつながっていく。

無論，このような教員とその教育活動の問題

には，学校の施設設備の乏しさや教具教材の

不足，校内での人間関係や学校の組織的文化

または親や地域との関係にみる学校運営の問

題，そして児童自身や家庭の問題も複雑に絡

んでいる。さらに，途上国の中でも特に最貧

国の場合は，児童の栄養不足や児童労働の問

題が深刻な水準にあり，学習活動に与える負

の影響は極めて大きい。

上述のように，貧困地区における基礎教育

の質を取り巻く問題は多岐に亘っており，そ

の解決に当たっては包括的な取り組みの必要

性が見て取れる。実際，行政機関による対応



三輪 千明

表 貧困地区での基礎教育の質に関する問題整理

策も，幼児教育の拡大をはじめ，学校給食の

整備，学校施設や教材の充実，教員や校長向

け訓練の実施，貧困層家庭への直接的間接的

な財政支援，課外授業の実施，親への啓蒙活

動など，多種多様である。本稿で取り上げる

チリでは， 歳児向けの幼児教育はほぼ完全

普及しており，貧困層児童への学校給食や文

具等の無償提供システムも既に構築されてい

る。そのため，後述する プログラムは

主に学校内部での教育活動に関わる領域で処

遇を施している。果たして，それらは期待さ

れたような効果を上げているのだろうか。次

に の概要とその先行研究について詳述

しよう。

主な問題 主な対策

貧
困
層
児
童

家庭環境と学校環境との言語的文化的相違
低い学習の素地
栄養不足
児童労働に伴う頻繁な欠席や休学
失敗と自責の積重ねに伴う低い自尊心

幼児教育
幼児教育
学校給食、学校保健プログラム
財政支援、学校教育体制の柔軟化
児童への課外授業

貧
困
層
家
庭

教育への低い関心
貧弱な教育的環境
親による学習支援の乏しさ
複雑な家庭環境
教育の直接・間接費用の重い負担

親への啓蒙活動
親への啓蒙活動、児童への課外授業
学校からの指導、児童への課外授業
学校との連絡強化、 配置
文具・制服等の無償供与、財政支援

貧
困
地
区
の
学
校

基本的投入財
施設設備の乏しさ
教具教材の乏しさ
教員と学習活動
児童の学習能力に対する教員の偏見と低い期待
教員の偏見に根差す不適切な教授態度
児童の生活環境への関連性に欠く学習内容
単調かつ一方的な教授法
躾や規範の徹底に伴う実質的学習時間の減少
着任する教員に一般的な質の低さや経験の浅さ
学校運営
学習結果に対する学校としての責任感の欠如
学校の改革に積極的な組織的文化の欠如
家庭との希薄な関係
地域との希薄な関係

施設設備の整備
教具教材の供与

教員訓練による意識改革
教員訓練による意識改革
教員訓練による適正化促進
教員訓練、教材供与、視学官視察
教員訓練による意識改革
特別手当など給与待遇の見直し

校長訓練、参加型学校運営の導入
校長訓練
対話の促進、相互協力体制の確立
学習活動での地域との連携推進

． プログラムと先行研究

チリでは， 歳児を対象とした 年間

の基礎教育を無償義務教育期間と定めている。

基礎教育はほぼ完全普及し，内部効率も

年数値で留年率 ％，中途退学率 ％と比

較的良好な水準にある。学校の種別には，在

学者数に応じて国からの助成金を受ける市立

校と私立校（以下，私立助成校），そして独

立採算制の私立校の三種類があり， 年時

点でそれぞれ全就学者数の ％， ％， ％

を占めている。 年の家計調査によれば，

五分位所得階層の最下位層に属する児童の

分の が市立校に通う反面，最上位層の半数

（注） の介入領域

（出所）筆者作成
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は私立校に就学するなど，学校の階層化は深

刻 で あ る （ ）。 長 年 の

の結果においても，市立校の得点が

最も低く，私立校が最も高い水準を維持して

いる。

このような状況下， 貧困地区の学校を救

うために，何か一つだけできるとすれば一体

何をすべきか という問いに対して， 年

に発足した民主政府の出した答えが

プログラム であった。具体的には，

の結果で各県 の最下位 ％に属す

る低学力校群を受益者に絞り込み，以下に挙

げる項目の実施を通して， 年生児童の

基礎学力の改善を図る。結果的に，州の平均

点に達した参加校はプログラムを 卒業 し ，

以後 年間は資金援助を受けて各校で立

案した独自のプロジェクトを実施する仕組み

になっている。主な実施項目は次の通りであ

る。

基本的投入財の充実 学校施設設備の整備，

教科書の確実な配布，学校図書やテープレ

コーダーなど，各種教具教材の供与。

視学官訓練と教員訓練 県視学官は年 回

教育省本部で 校に対する指導助言の

訓練を受ける。参加校では，毎週 回計

時間の校内教員訓練が実施され，この訓練

には隔週で視学官が参加する。教員訓練で

は，貧困層児童の学習能力に対する偏見の

払拭や教授態度の改善，国語と算数の教授

法改善，学習結果に対する教員の責任意識

の育成などを図る。

学業不振児への課外授業（ ）

の受講者は ， 年生の内，教員が学業不

振と判断した児童 名程から成り，半

年間週 回計 時間の課外授業を受ける。

地域から募った高卒以上の若者が訓練を経

て モニター となり， の運営

に当たる。モニターは受講生の家庭訪問も

行い，児童を取り巻く問題の把握に努めつ

つ，創造的な学習や遊戯活動を通して受講

者の自尊心回復ひいては学力改善を目指す。

モニタリングと評価 県視学官は担当の

校を 週間毎に訪問することが義務付

けられている。視学官は自己評価を行い，

参加校も教職員による自己評価を進めてい

る。

さらに近年，新たに以下の内容が加わった。

学校運営の改善 年の試行を経て，現

在は全国で実施されている。校長訓練によ

る指導力の向上と，学校運営チームの形成

を通した参加型運営の推進が主な内容。

学校と家庭の関係改善 具体的内容は今後

定められる。

の特徴としては，次の三点が指摘さ

れよう。第一に， を通して，学習結果

の平等実現には社会的弱者に対する格差是正

措置（ ）が不可欠で

あるとする政策理念を徹底した点である。全

国での低学力校への絞り込みだけでなく，参

加校内での 受講生の選択は新たな理念

の周知に役立った。第二点は， の開始

に当たり， や視学制度といった既存

の枠組みを有効に利用したことにある。特に，

の結果を用いた への参加と卒

業の基準設定は，受益校の的確な絞り込みに

つながった。最後に， には教材配布や

教員訓練のような，効果的学校の研究によっ

て立証されてきた投入財だけでなく，

のような現地の が長年蓄積してきた貧

困地区でのノンフォーマル教育の経験が取り

込まれている点である。

の先行研究は，それが貧困地区での

学力改善に効果のあることと，参加校の関係

者から高い評価を得ていることを明らかにし

ている。チリ教育省の関係者は， 参加

校の平均差得点（ ）がその

他の市立校と私立助成校の結果よりも高いこ

とを指してプログラムに効果があると論じて

いる（ ， ，表 ）。

しかしながら，正規分布の裾野に位置する者

に対して同じようなテストを繰り返せば，結

果は自然に平均値に回帰するという統計の法
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則があるため，参加校は に参加せずと

も他校より高い差得点を獲得したとも考え得

る。また， 年で全学校の平均点は

点増加しているが，同じ期間に 参加校

と非参加校の差得点で縮小された点数幅は

点に止まっている。結局， の効果

を立証したのは （ ）

の研究であった。重回帰分析による の

効果の判定については参加校が無作為抽出で

はない低学力校であるため，学校の社会経済

的要因を極めて正確に統制しなければならな

い点に難しさがあった。そこで，

（ ）は複数年の 時系

列データから差得点を出し，各校に特有で時

間を超えて一定の学力決定要因と，ある時間

に特有の学力決定要因とを統制することでこ

の点を克服し， は年平均で標準偏差

の得点を上げる効果があったと結論付

けている。

その他の先行研究は質的分析によるものが

中心である。 を評価した

（ ， ）は，それが受講生の自

尊心や学習態度の改善に貢献しただけでなく，

モニターによる学習者主体の授業展開は教員

の教授法改善への強い動機付けにもなったと

指摘している。 （ ）は，教員

が の補助教材を高く評価し，特に学校

図書や学習教材については 割以上の教員が

頻繁に利用していると報告している。一方で，

授業観察を行った （ ， ）は，

教室内での教授法改善には時間を要し，補助

教材の利用も学習過程に効果的に組み込まれ

ていないと述べている。同時に，低学年児童

向けの教授法改善に集中する余り，学校全体

としての への取り組みが希薄になった

り，校長の関心が低かったりしたことがプロ

グラムの完全実施を阻む要因であると指摘し

た。（ ， ）。このような結果に

従い， に学校運営改善の項目が追加さ

れている。なお， の単位費用について

は， （ ）が基礎

教育の児童当たり総単位費用の ％に相当す

る と算出している。

近年における の懸案事項は，プログ

ラム効果の持続性と，卒業条件を満たせずに

長らく参加を続けている学校群の二点にある。

持続性は，プログラムを卒業した後，学力が

低下して再参加する学校が現れて以降，疑問

視されるようになったが，そうした学校の割

合など具体的数値は示されていない。他方，

長期的参加を続ける学校群の存在は関係者の

間で知られてきたが，この学校群の差得点は

非参加校よりも高いことから，他の参加校同

様に学力改善を果たしているという認識があ

る（ ， ）。しかしながら，

前述の平均値への回帰という原則に照らせば，

この解釈にも注意を要する。そこで，以下で

は を卒業した学校群と長期的継続参加

をしている学校群の学力が， 年以降 年

間にどのように推移したかを調べることとす

る。

表 参加校と市立校・私立助成校の 国語・算数平均点の比較

点差
全ての学校
市立校・私立助成校

参加校
点差（ ）

（出所） （ ） より筆者作成



貧困地区における基礎教育の質的改善への課題 チリの プログラムの実証的分析から

．全国データの分析結果

分析に用いる全国データは， ， ， ，

年実施の から得た 年生の国語と

算数の学校平均点，学校に関する補足データ，

そして の管理データである。

は 年まで 点満点の多項式選択問題で

あったが， 年には記述式問題が加わり，難

易度によって負荷を付けた採点方法が用いら

れるようになった。 年分は， 年得点との

比較用に調整された得点も示されている。

初めに， 年以降の 年間で の

裨益対象となった，もしくは現在対象となっ

ている学校を，過去の参加や卒業のパターン

に従って以下の タイプに分類した（図 ）。

タイプ と は現在卒業した状態にある学校

群，タイプ ， ， は現在参加中の学校群

である。タイプ と はいずれも，過去に参

加して一旦卒業した後に，再び学力が低下し，

再参加した経験のある学校群を指す。タイプ

は参加期間が継続して 年間ある学校

群で，それ以下の参加期間の学校をタイプ

とした。タイプ は，一度参加して卒業した

以降， には戻っていない学校群である。

この分類に沿って， 年， 年，

年の三つの期間別に，各タイプ別の

学校数を調べたところ，その総数はそれぞれ

校， 校， 校であった。過去

年の裨益校総数はすべての市立校と私立助成

校の ％に相当するものである。

次に，タイプ別の学校総数が全体に占める

割合の変化を上記三期間で追った。卒業した

状態にあるタイプ と の合計が全体に占め

る割合は， 年までで ％，以降 ％， ％

と着実な増加が見られた。一方，タイプ の

学校群は 年時点で参加校の ％を占めるに

至っている。また，プログラム効果の持続性

の低さを示す指標とも言えるタイプ と の

学校数であるが，その全体に占める割合は

年までで ％だったものが，以降 ％， ％

と拡大傾向にあることが分かった。

一旦卒業した後，再参加する学校群が増加

しているという現象は， を卒業した後

にプログラム効果を維持することが困難であ

ることを示すものである。では，実際に

を卒業した学校の学力は卒業後どう変化した

のだろうか。そこで， が実施された

年， 年， 年のそれぞれの年以前に卒業し

た学校（タイプ ， に相当）をグループ化

して，各三期間での差得点を調べた。図 で

は，各期間別の比較を容易にするため，差得

点を 値化したものを用いている。 年まで

は卒業校が有意に得点を増加させているが，

年の検査からは差得点が減少傾向にあるこ

とが見て取れる。要するに，卒業後に再参加

をする学校が拡大傾向にある点，そして卒業

図 校の参加パターンによる 分類

（出所）筆者作成出所）筆者作成
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した学校のパーフォーマンスが卒業の後に低

下しているという点から， のプログラ

ム効果の持続性は低いことが確認された。

次に，タイプ の学力は過去 年間でどの

ように変化したのかを探ろう。差得点の単純

な比較には平均値への回帰の問題があること

は既に述べた。そこで， 年 の結果

を前得点（ ）と見なして共変量

に用い， 年， 年 の調整後得点を

算出して比較することとした。 年の前得点

には 年 の結果を用いている。各年

度に検査された 年生児童は同一人物ではな

いため，この分析は同じ学校に通う児童が年

度を超えて似通った属性を備えているという

仮定に基づくものである。比較対照として，

その他の参加校（タイプ と に相当）とタ

イプ を取り上げ， 年， 年， 年の

各三時点別にグループ分けした。タイプ

は，タイプ の内 に二年間以上参加し

た学校を指している 。また，タイプ は長

期参加校であるため，どの年度でも同じ学校

群となっている。図 は，それら三タイプの

学校群の調整後得点を示したものである。

年では，すべてのグループの間に有意差が見

られ， 年ではタイプ のみが他のグループ

より有意に低くなっている 。ここから，三

時点のすべてにおいてタイプ 校の得点は他

二つのグループに比べて有意に低いことが分

かる。これは，つまり への参加により

同じ処遇を受けながらも，学力改善における

プログラム効果のより少ない学校が存在する

ことを示している。また， を卒業後も

再参加することなく卒業を維持してきている

タイプ の学校群については， 年までは

図 卒業校の差得点の推移（算数）

（注）その他の学校は 校を含む市立・

私立助成校

（出所）筆者作成

図 タイプ の学力改善の推移

（注） 年算数においてのみ ％トリミングをかけた。 年国語と 年の算数は、共変量分

析の一つの前提条件である等分散が満たされなかったため、解釈に注意を要する。

（出所）筆者作成
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参加校よりも改善幅が広く， 年では同水準

の改善を保っているのが見とめられる。

このように，タイプ とタイプ で学力

の改善幅が異なるのは，学校を取り巻く社会

経済要因の差に拠るものだろうか。

の実施時に収集された学校の補足データを用

いて平均値を比較してみると，有意差が見ら

れた。そこで，学校の社会経済的水準や環境

の要因を統制した上で，タイプ が有意に低

い学力を示すかどうかを調べるため，これら

タイプの学校群のみを対象に 年， 年の

国語と算数の 得点を従属変数とする

説明モデルを作成した 。なお，学校の社会

経済水準は，各校の支出額と親の平均的教育

水準を併せて定めたものであり，親の教育水

準と学校へのアクセス状況は，教育省が定め

た基準に沿って校長が判断したものである。

表 より， 年， 年のいずれの教科におい

ても，学校の社会経済水準や環境の要因を統

制してもなお，タイプ のダミー変数が有意

に負の偏回帰係数を示しているのが分かる。

これらの結果より，タイプ の学校群を

の成功事例，タイプ を問題校と位置

付けることができる。

以上のように，全国データの分析では，卒

業後に再参加をする学校群の拡大傾向および

参加校が卒業した後の学力維持の脆弱さが示

され， プログラム効果の持続性の低さ

に確証が与えられた。また，継続的長期に参

加している学校については改善幅が他の学校

に比べてより少なく， プログラムがそ

の効果を奏してしないという点で，これらの

学校がいわゆる問題校であることが確認され

た。

表 タイプ とタイプ の学力説明モデル 年教科別

従属変数
独立変数

算数 年 国語 年 従属変数
独立変数

算数 年 国語 年
偏回帰係数 偏回帰係数 偏回帰係数 偏回帰係数

社会経済水準 年
（ ） （ ）

社会経済水準 年
（ ） （ ）

学校アクセス 年
（ ） （ ）

学校アクセス 年
（ ） （ ）

児童数 年
（ ） （ ）

児童数 年
（ ） （ ）

年
（ ） （ ）

年
（ ） （ ）

タイプ
ダミー変数 （ ） （ ）

タイプ
ダミー変数 （ ） （ ）

定数 定数
決定係数 決定係数

（注）括弧内は標準誤差。 年は従属変数に沿った教科の得点を使用。児童数は

を受験した児童の数で自然対数を用いている。各独立変数の詳細は以下の通り。 社会経

済水準 大変低い、 低い、 標準的、 高い、 学校アクセス 大

変困難、 困難、 標準的、 容易。

（出所）筆者作成
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．標本データの分析結果

タイプ を優良校，タイプ を問題校と

すれば，それらの学校群の間にはどのような

違いがあるのだろうか。ここでは，

が開始当初より力点を置いてきた学習過程に

おける違いを探ることとする。また，

の効果としての児童の自尊心についても測定

を試みる。分析に用いるデータは，筆者が

年 月にチリ南部第 ， 州の 県下に

ある問題校 校と優良校 校を訪問し，教員

名と児童 名との面談および質問票へ

の回答から得たものである。訪問校はいずれ

も最も低い社会経済水準にある学校群から選

び ，問題校には 県下にあるタイプ の全

校を，優良校には問題校と地理的に隣接する

タイプ を選んだ 。

教授法，教授態度，教員の期待 学習過程

の分析視角は， が改善を意図した三点，

すなわち， 教授法の改善， 教員の教授態

度， 児童の学習能力に対する教員の期待と

する。データの収集方法はそれぞれ 各学級

表 教授法の比較 （児童の意見に基づく）

（注） 数値が大きいほど使用頻度は高い。 一度もない 、 年に 度 、 年

数回 、 月 回 、 月数回 、 週 回 、 週数回 、 毎回

数値が大きいほど使用頻度は高い。 一度もない 、 滅多にない 、 時々 、

頻繁に 、 いつも

各教科の 年学級平均点とのピアソン相関係数

（出所）筆者作成

タイプ （優良校）タイプ （問題校）
値

平均 標準偏差 平均 標準偏差

国

語

教科書の読本 （ ） （ ）
教科書の筆写 （ ） （ ）
他の本の読本 （ ） （ ）
グループワーク （ ） （ ）
学級図書や図書室の利用 （ ） （ ）
自由作文 （ ） （ ）
児童による作品発表 （ ） （ ）
劇（簡易なものも含む） （ ） （ ）
テープレコーダーの使用 （ ） （ ）
宿題 （ ） （ ）
テスト （ ） （ ）

教科書の使用頻度 （ ） （ ）

算

数

児童個別の作業 （ ） （ ）
学級全体での作業 （ ） （ ）
グループワーク （ ） （ ）
具体物の操作 （ ） （ ）
生活上の問題への応用 （ ） （ ）
宿題 （ ） （ ）
テスト （ ） （ ）

教科書の使用頻度 （ ） （ ）
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児童 名との面談， 各児童への質問票，

教員への質問票に拠った。なお，調査対象の

児童は 年に調査校の 学年に在籍し，

を受験した者で，教員は 年時の

年生学級担任とし，それぞれ 年当時の状

況についての回答を得た。

表 は教授法の使用頻度を問題校と優良校

で比較したものである。教授法改善の有無は，

優良校と問題校の校長がそれぞれ，学力改善

が起こった理由，起こらなかった理由の主因

に掲げた項目であった。しかしながら，児童

の意見によれば，問題校と優良校の間には目

立った差が見られず，いずれにおいても教授

法は多様化している。唯一，有意差が見とめ

られるのは学級図書や図書室の利用と算数テ

ストの回数で，前者については問題校がより

高い利用頻度を示している。特に，グループ

ワーク，児童による作品発表，劇，具体物操

作などの方法が，こうした貧困地区の学校で

比較的頻繁に用いられているという事実は特

筆に値するだろう。教員の一方的で単調な授

業からの脱却こそが，ラテンアメリカにおけ

る教育の質的改善の最重要課題とされてきた

からである（

）。

さらに，各学級の 平均点との相関

係数を調べたところ，国語では自由作文やグ

ループワークのようないわゆる新しい教授法

が中程度の相関を示したのに対し，算数で同

様の教授法は何ら関係を示さず，有意に高い

相関が見られたのはテスト回数のみであった。

これを学校タイプ別に見ると，優良校では上

記と同様の結果が得られたが，問題校で有意

な相関を示したのは算数テストのみであった。

ここから，問題校では多様な教授法を使いな

がらも，その内容に何らかの違いがあるので

はないかという疑問が生じる。

教授態度の評価では，児童の学力向上に好

ましいとされる教授態度を 項目取り上げて，

その頻度を各児童に尋ねたものである（表 ）。

表 教員の教授態度 （児童の意見に基づく）

（注）数値が大きいほど、使用頻度は高い。 一度もない 、 たまに 、 頻繁に 、

いつも 。各児童から回答を得たものを（タイプ 名、タイプ 名）、学級別

に集計したもの。

（出所）筆者作成

タイプ （優良校）タイプ （問題校）
値

平均 標準偏差 平均 標準偏差
私は授業中、何をすべきかを理解していた （ ） （ ）
私の先生は私が答えを出すまで考える時間を十分くれた （ ） （ ）
私の先生は私がいつ正しいことをしているか、
そうでないかを言ってくれた

（ ） （ ）

私の先生は私が正しい答えを考えるのにヒント
を出して助けてくれた

（ ） （ ）

私の先生は私が言わなければならない事をよく
聞いてくれたと思う

（ ） （ ）

私の先生は私に丁寧だった （ ） （ ）
私の先生は授業中よく私を当てた （ ） （ ）
私の先生は私を助けてくれた （ ） （ ）
私の先生は私がよく勉強していると誉めてくれた （ ） （ ）
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結果， 項目で問題校が有意に低い頻度を示

している。児童の言うことを教員が聞くとい

う点で双方の学校に違いはなかったが，問題

校の教員は授業中の指示がより不明確で，児

童を誉めることがより少なく，児童が答えを

考えるのに十分な時間を与えたり，答えが分

からない時にヒントを与えたりすることが優

良校よりも少ないことが示された。つまり，

優良校と同様に多様化した教授法を用いなが

らも，教員の児童に対する細やかな学習支援

や奨励の点において問題校はより劣っている

のである。

続いて，児童の学習能力に対する教員の期

待を比較した。測定に当たっては，まず各教

員に担任する学級内での貧困層児童の割合を

尋ね，それら児童の教育到達度の可能性につ

いて 段階評価で回答を得た。質問は，留年

なく 年生を修了する可能性，留年なく 年

生を修了する可能性，中等教育を修了する可

能性についてで，これら 項目の平均値から，

問題校の教員が有意に低い期待を抱いている

ことが分かった 。もちろん，問題校の

の結果は優良校に比べてより低いの

だから，教員の期待はそれを正確に反映した

ものとも考えられる。しかし，調査時点で

年 の結果は開示されておらず，また，

教員が推定した学級内の貧困層児童の割合に

も優良校と問題校の間で差がなかった。

と自尊心 自尊心測定には，広く用

いられている （ ）の 項目か

ら成る質問を用い，各児童から回答を得た。

質問項目はガットマン尺度で設計されている

が，集計結果の再現係数が と低かったた

め，代替的にリッカート尺度で再集計をした。

しかし，これも信頼性が低かったため，因子

分析を行った結果，自己肯定 と 自己批判

という つの因子が抽出された 。問題校と

優良校の比較では，自己肯定，自己批判のい

ずれにも有意差が見られなかった 。これに

は二つの説明が可能であろう。一つは，両校

の児童は学力水準では差があるものの，もと

もと自尊心では同水準にあったとする考え方，

もう一つは，問題校で実施されている

による効果があったとする考え方である。し

かし，その証明は容易ではない。なぜなら，

ベースラインのデータがないことはもとより，

先述の通り 受講生には意図的に低学力

児童が選ばれているため，統計上 の貢

献度を正確に取り出すことが難しいことによ

る。しかし，これまでの研究蓄積によれば，

学力と自尊心の水準は正の相関関係にあると

考えるのが一般的で，この場合も の効

果に原因を求めるのが無理のない推測であろ

う。そこで，さらに問題校の児童だけを対象

として， の受講生と非受講生を比較し

たところ，受講生は家庭環境では非受講生と

有意差がないが，学力ではより低く，そして

自己肯定では非受講生と同水準にあることが

分かった 。すなわち，一般的知見に従って

の開始前に受講生がその学力に相当す

る自尊心水準しか持っていなかったと仮定す

れば， は受講生の自己肯定力の向上に

貢献したと考えることができる。

まとめと考察

本稿では，貧困地区の基礎教育の質的改善

における課題を探る目的で，成功事例とされ

るチリの プログラムに注目し，実証的

分析を通して，その効果と問題点を明らかに

してきた。 は貧困地区の低学力校の学

力改善に効果のあることが先行研究より自明

であったが，本稿はそれに加えて， が

教授法の多様化に大きく貢献していることを

指摘した。さらに， の効果として，

受講生が，学力的にはより高い水準に

ある非受講生と同様に，自己を肯定的に見な

していることが示された。他方， の問

題点として，プログラム参加によって改善し

た学力水準を維持することの難しさと，参加

によっても効果を上げていない学校群の存在

の二点が実証的に示された。加えて，後者の



貧困地区における基礎教育の質的改善への課題 チリの プログラムの実証的分析から

学校群では， による改善が表面的に留

まり，教室内で観察される教員の教授態度や

児童に対する教員の期待においては改善が行

き届いていないことが判明した。

以上の結果から，前述の表 で示された貧

困地区での基礎教育の質に関する問題に立ち

返り，考察を加えたい。第一に，本表に列挙

した課題は一時点での質の改善に言及したも

のであるが， の事例は，一旦は達成さ

れる質の改善を，時間を超えてどのように持

続させるのかが重要かつ困難な課題であるこ

とを示した。その視点に立てば，学校単位で

の改善に加えて，教育行政面からの抜本的改

革案が必要不可欠であると考えられる。例え

ば，学校や地域が抱える貧困層児童数に応じ

た教育財源の傾斜的配分や，貧困地区での教

育活動を想定した教員養成課程の見直しなど

が必要になるだろう。さらに，教育サービス

の受益者である児童や家庭が，学業不振を自

らの能力不足として片付けるのではなく，学

校側への質の向上を要求する声につなげられ

るような意識の改革と，それを促す啓蒙活動

も，質の維持には得策であろう。第二に，

の問題校では教員の教授態度や期待など，

教室の中で綿密に観察しなければ分からない

ような事項の改善が不十分であることが分

かった。そのため，貧困層児童に対する教授

態度改善や期待向上をねらった教員訓練と教

室内での実践との連携を確実にするため，よ

り一層の工夫と対策が求められる。例えば，

日本の研究授業のように，教育実践の中に教

員訓練を織り込む方法も一案であろう。最後

に，先行研究でも本稿でもその有効性が示さ

れた は，既述の通り，チリの が

貧困地区の学校での長年の実践を通して培っ

た知識に基づくものである。つまり，これは，

貧困地区における基礎教育の質的改善に当

たっては何よりもまず，学校とその受益者で

ある児童や家庭とを取り巻く特定の社会文化

的状況や教育的ニーズの把握と，その配慮に

努めることこそが重要かつ有効な方策である

ことを示している。

注

．正式名は

。 年より毎年実施され，隔年毎

に小学 年生と 年生の国語，算数，生活科の

学力を測定している。

．現地調査の実施にあたっては， 大幸財団に

よる財政支援と，チリ教育省 課と

課からの協力を得ました。この場を借りて，深

く感謝申し上げます。

．正式名は 貧困地区における小中学校の質改

善プログラム

。

開始当初，約 校の学校を対象として始まった

ことから 校プログラム の名称で広く知ら

れる。

．チリは の州から成り，各州は複数の県で構

成される。

． 年は州の平均点に達することが卒業

条件であったが， 年は と呼ばれる

学校プロジェクトを立案し，実施支援対象に選

ばれた場合も卒業可能とされた。 年からは，

の参加期間が 年以上で，県内下位 ％

を脱し，かつ学校の自己評価において 割以上

の項目で良い結果が得られた場合 に変更された。

． に一年間参加しただけで卒業を果たし

たタイプ は， のプログラム効果以外に

貢献要因があったと仮定するため。

． 年算数 （ ） ，

年国語 （ ） ， 年算数

（ ） ， 年国語

（ ） ， 年算数 タイプ

と の比較 （ ） ， ，

タイプ とその他参加校の比較 （ ）

， 年国語 タイプ と の

比較 （ ） ， ，タイプ と

その他参加校の比較 （ ） ，

．

． 年の国語と算数のモデルでも同様の結果

が得られたが，紙面の都合上，割愛する。

．ここで用いたデータは， （学校給食・

奨学金担当機関）が調査する各校の詳細な貧困

指数に基づき，五分位に分けたもの。貧困指数

は非公開となっている。

．タイプ の総数が 校で全国に散在しており，

無作為抽出はできなかった。標本の大きさは問
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題校が全国のタイプ 総数の ％，優良校がタ

イプ 総数の ％に相当する。

．問題校 ， ，優良校

， （ ） ， ．

なお，教員の期待水準は，数値が高いほど期待

が高いことを示す。

．結果的に自尊心として一つの測定値が得られ

なかった一因として，質問内容が低学力校の児

童には困難であったことが考えられる。調査時

には，筆者が質問事項を逐一音読して低学力児

にも困難がないよう配慮したが，例えば“ ”

や“ ”の意味が分からなかったり，否定

表現されている設問に対して 同意しない と

答えた場合，それが何を意味するのか理解でき

なかったりする者が見受けられた。

．自己肯定も自己批判も数値が高くなるほどそ

の水準が高くなる。自己肯定ではタイプ

， ，タイプ ，

（ ） ， 自己批判で

はタイプ ， ，タイプ

， （ ） ，

．自己肯定では 受講者 ，

，非受講者 ，

（ ） ， 。自己批判では 受講者

， ，非受講者 ，

（ ） ， ．
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